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論 文 内 容 の 要 旨 
審査論文「被疑者の自己決定と弁護」は、わが国の現状を「自白中心の糺問的・効率的な捜査という枠組み
の中における補完的な起訴前弁護」と捉え、 それを克服するために、ドイツ法を参考にしつつ、「被疑者の尊
厳と自己決定を実現するような独立した主体的な捜査弁護」というモデルを提示したうえ、それにふさわしい
運用の改善と制度の改革を提言したものである。 
第1部「総論－被疑者の主体的防御権の課題」では、1990年代における当番弁護士制度の展開を紹介し、勾
留・接見交通や無罪率などの統計に見られるわが国の刑事手続の閉塞的状況を示したうえ、独立した主体的な
捜査弁護という観点から実践・改革の課題を提示する。さらに刑事手続の憲法的基礎を検討して現状を批判し、
被疑者・被告人の主体的防御権という観点から、憲法的刑事手続の実現を提唱する。 
第2部「各論－被疑者の主体的防御権の確立」では、第1に、ドイツにおける被疑者取調べにつき詳細に検
討し、被疑者が黙秘権を行使すれば取調べは終了し、裁判官・検察官の取調べには弁護人の立会権があること
などを紹介する。第2に、ドイツの捜査弁護では、捜査機関の被疑者取調べを拒否し、早期に捜査機関の手持
ち証拠を開示させたうえ、被疑者の供述を被疑者自身の供述書や弁護人の作成する供述録取書・意見書の形で
具体化して提出することなどが実践されているとする。第3に、黙秘権行使の場合の取調べ終了、取調べ受忍
義務の否定、弁護人立会権の保障の下で、自白を必要としない捜査モデルを追求すべきであるとする。第4に、
ドイツの法・実務を参考に、黙秘権の保障と効果的な捜査弁護の下で、供述の証拠化における被疑者の自己決
定を実現すべきであるとする。第5に、接見指定につき、わが国の判例・学説で展開されてきた合憲限定解釈
としての物理的不能説には限界があるとして、直截に違憲説を主張する。第6に、ドイツでは、接見に対する
規制が弁護権を侵害してはならず、弁護人の援助が受けられるように捜査機関も協力する義務があるとされて
いるとしたうえ、わが国の現状は違憲状態であるとする。第7に、ドイツでは1989年の欧州人権裁判所判決に
応じて、勾留の証拠的基礎を被疑者側に開示しない場合は勾留の取消しが行われていることを紹介し、わが国
においてもその開示は憲法の要請であるとする。 
第3部「実効的捜査弁護の課題と方法－総括と提言」では、あらためてドイツの捜査弁護を概観したうえで、
わが国の当番弁護士活動を紹介し、供述か黙秘か、何を供述するかについて被疑者の主体的な自己決定を実現
させるような（自白を主体的な自己決定の結果として弁護人が証拠化するような）弁護活動を行うべきである
としている。 
 
論 文 審 査 の 結 果 の要 旨 
申請者によれば、戦後半世紀以上を経てなお、わが国の刑事手続とりわけ捜査手続は自白中心の糺問主義的・
効率的な手続の発想を脱却しておらず、日本国憲法の予定する当事者主義は実現されていない。この現状に根
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本的な変革をもたらす可能性を有しているのが1990年代の当番弁護士活動であり、本論文は、その活動に理論
的・比較法的基礎を提供するものとして実務上重要な意義を有するのみならず、申請者のこれまでの研究成果
を被疑者の自己決定というキーワードに収斂させたものであって、意欲的かつ挑戦的な論文である。 
申請者が比較法的研究の対象としたドイツは、戦後わが国と共通の状況の下で復興を遂げてきたが、そのド
イツにおいて被疑者の黙秘権を尊重する実効的な捜査弁護が実践されているという申請者の紹介は、わが国の
実務に反省を迫るものとして有効な指標となるであろう。本論文は、現状分析を踏まえて、日独の立法・判例・
学説・実務を紹介・検討しており、高い理論水準を有しているのみならず、わが国の捜査弁護を変革し憲法的
刑事訴訟を実現しようとする申請者の熱い思いが凝縮されており、学界および実務にインパクトを与えるもの
といえる。黙秘権行使による取調べのコントロール、被疑者の自己決定による供述の証拠化、そのための効果
的な捜査弁護、接見指定制度違憲論、捜査段階における証拠開示など、今後、本論文をめぐる学界での論争、
同時に実務における本論文を基礎に置いた主張が予想される。 
もっとも、本論文には、自己決定は多義的な概念であり、それをキーワードとすることで却って申請者の主
張があいまいになるのではないか、自己決定自体に内在的限界があることが十分に詰められていないのではな
いかといった疑問があり、また、事件処理における共同決定モデル（被疑者の供述書の作成や弁護人の供述録
取書・意見書の作成を通じた被疑者の供述の証拠化により、事件処理について捜査側と共同決定するというモ
デル）については批判もある。しかし、これらの点についてのさらなる検討は申請者の次の課題として射程に
入っており、その検討を通じてさらに理論的発展を遂げることが期待できる。 
なお、申請者は、すでにその著書『刑事訴訟の構造と救済』（1994年）において、一事不再理および不利益
変更の禁止に関し、ドイツ法・英米法についての詳細な比較法的検討を行い、他の多数の論文とともに、学界
においてすでに高い評価を得ている。 
以上の理由により、申請論文は、申請者の高度の研究能力を証明するものであり、博士の学位を授与するこ
とが適当であると考える。 
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